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 大メコン圏の開発プロジェクトは、もともと 1992 年からアジア開発銀行（ADB）の支援に
よって始まったものであり、その支援対象地域は、タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、
ミャンマー、中国雲南省地区に及ぶ。本論文では、そのうち 4 カ国（タイ、ベトナム、カン
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 メコン川流域（タイ、ベトナム、カンボジア、ラオス）の国々の具体的な事例については、


























































アクターは多様であり、利害関係も複雑に入り乱れている。そもそも JICA と ADBは、前者が
外務省管轄であるのに対して、後者は財務省の管轄である。また JETRO は経済産業省の管轄
下にある。そうした状況の中で、日本の戦略性を議論するのであれば、日本がどのようにそ
れらの利害関係を整理し、共通の戦略を打ち立てていったのかを検討して、本論文において
ブラックボックスとなっている日本の意思決定について明らかにする必要がある。とりわけ
本研究で日本が戦略性をもって地域的覇権を確立したという主張をより説得的に展開するた
めには、これらの点を考慮することが重要となる。 
 以上のような問題点は、決して本論文の価値を損なうものではなく、さらに改善すること
で本論文の学術的意義を高めるものである。著者がこれらの点を考慮し、本論文を改善すれ
ば、複数の学術論文としてだけでなく、書籍として単体で出版することができるポテンシャ
ルを秘めている。本論文が政治学の発展に貢献する研究論文であることは疑いがない。 
 以上により、本論文を博士（法学）の学位を授与するに値するものと認める。 
